
第18期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項

■事業報告
・業務の適正を確保するための体制
・剰余金の配当等の決定に関する方針

■連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

■計算書類
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

テラ株式会社

上記の事項につきましては、法令及び定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.tella.jp/）に掲載することにより、株主の皆様にご提供しておりま
す。
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事業報告
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６．業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締
役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
（１）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
① 取締役及び使用人は、取締役会で定められた組織・職務分掌等に基づき職務の執行を行
う。

② 監査等委員会は、当社の重要会議等に出席するなど法令に定める権限を行使し、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）が内部統制システムを適切に構築し、運用しているか
を内部監査室・会計監査人と連携・協力の上、監視し検証する。また、当社及び子会社の
コンプライアンス体制に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、取締役会に
対して改善策の策定を求めるものとする。

③ 内部監査室は、独立的な立場で当社及び子会社に対する内部監査を実施し、その結果を代
表取締役社長に報告すると共に、必要に応じて改善を促す。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、職務の執行に係る情報を社内規程等に従い、文書又は電磁媒体に記録して適切に保
存管理する。

（３）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社及び子会社のリスク管理の統括する体制を定め、当社及び子会社の損失の危険

を管理する。
（４）取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社は、社内規程等を定め、取締役の職務の遂行が効率的に行われる体制を構築する。
② 当社は、子会社に対し当社の職務分掌、指揮命令系統及び意思決定その他の組織に関する
基準に準拠した体制を構築させる。

（５）その他当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制及び子会社の取締役の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制
① 監査等委員会は、当社及び子会社の内部統制システムが適切に整備されているか留意し必
要に応じて法令等に定める権限を行使し、調査等を行う。

② 当社の内部監査室は、当社及び子会社の内部統制システムが適切に整備されているか留意
し、当社の内部統制及び外部監査の結果を監視し、検証する。

③ 当社は、子会社の適切な管理及び経営内容の的確な把握のため、関係会社の管理に関する
規程を定め、当該規程に従い、子会社の取締役は、月1回開催される当社の取締役会にお
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いて営業成績、財務状況その他の重要な情報に関して報告する。
④ 関係会社の管理に関する規程に従い、当社は、子会社の取締役会に当社の取締役、執行役
員又は使用人が参加することを求めることができる。

（６）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に対
する体制
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人の任

命を行う。
（７）（６）の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助する使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分は、監査等委員会の
同意を得て行うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立を確保する
ものとする。

（８）監査等委員会の（６）の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務を補助する使用人は、職務遂行にあたっては取締役（監査等委員である

取締役を除く。）からの指揮命令を排除し、独立した立場で、監査等委員会の指揮命令に基づ
き職務を遂行するとともに、監査等委員会からの指示内容等について、監査等委員会に対して
守秘義務を負うものとする。

（９）当社及び子会社の取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等
委員会への報告に関する体制及び報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
当社及び子会社の取締役及び使用人等は、監査等委員会から事業の報告を求められた場合

は、速やかに報告する。また、監査等委員会への情報提供を理由とした不利益な取り扱いは行
わないものとする。

（10）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
① 監査等委員会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、弁護士等部外
専門家のアドバイスを求めることができる。

② 当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）
について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したと
きは、その費用等が監査等委員の職務の執行について生じたものでないことを証明できる
場合を除き、これに応じるものとする。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で定期的に意見交換の会合を行

う。また必要に応じ会計監査人に報告を求める。
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（12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制
社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然として対応

し、違法行為や反社会的行為には一切関わらず、名目の如何を問わず、反社会的勢力に対応
し、経済的利益を含む一切の利益を供与しないことを基本方針とする。
また、当社は、所管の警察署、暴力団追放センターおよび顧問弁護士等、外部の専門機関と
緊密に連絡し、反社会的勢力に関する情報の収集を行い、万が一、反社会的勢力らのアプロー
チがあった場合には、組織的にかつ速やかに対応する。

(13) 業務の適正を確保する体制の運用状況
当社は、組織・職務分掌規程等の指揮命令系統及び意思決定その他の組織に関する規程を定
め、取締役の職務の遂行が効率的に行われる体制並びに情報セキュリティポリシー及び個人情
報取扱規程等の規程に基づく情報管理体制を構築し、監査等委員会・内部監査室・会計監査人
が連携・協力の上、取締役が内部統制システムを適切に構築し、運用しているかを、監視し検
証しております。
また、当社は、子会社の適切な管理及び経営内容の的確な把握のため、子会社において当社

の指揮命令系統及び意思決定その他の組織に関する規程に準拠した体制を構築させるととも
に、当社の取締役会での営業成績、財務状況その他の重要な情報に関して報告を義務付けると
ともに、月1回の子会社取締役会において、必要に応じて当社の取締役、執行役員又は使用人
が参加することにより、子会社の損失の危険を管理しております。
当社の取締役会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。)２名及び監査等委員である取

締役４名（社外取締役４名）で構成され、定時取締役会を月１回開催し、必要に応じて臨時取
締役会を開催し、当社及び子会社の業務執行を確認するため、各取締役から業務執行の状況を
確認するとともに、重要事項の審議・決議を行っております。また、社外取締役は独立した立
場から決議に加わるとともに、経営の監視・監督を行っております。
当社の監査等委員会は、監査等委員４名（社外取締役４名）で構成され、定時監査等委員会

を月１回開催し、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、監査等委員会監査規程の下、年度
毎に作成した監査計画に基づき監査業務を遂行しております。監査等委員会は、取締役会及び
監査等委員会で各監査等委員からの意見・報告を聴取し、独立性・人的影響力を踏まえ中立の
立場から適時適切に客観的・公正な監査意見を表明しております。
当社の内部監査室は、内部監査計画に基づきグループ各社の財務報告に係る内部統制の評価

を実施し、その結果を代表取締役に報告するとともに必要に応じて改善策の指導・支援を実施
しております。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課題の一
つとして位置付けております。しかしながら、当連結会計年度につきましては、樹状細胞ワクチンの
承認取得を目指す取り組みを積極的に行う等、研究及び事業開発に関わる費用が収益に先行して発生
している等の理由から継続的に営業損失が発生しているため、誠に遺憾ながら、期末配当を無配とさ
せていただきます。
なお、当社は会社法第459条第１項の剰余金の配当を取締役会決議で行うことができる旨、定款で

定めており、配当の決定機関は、中間配当、期末配当ともに取締役会となっております。
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連結計算書類
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連結株主資本等変動計算書 （自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,315,407 3,182,382 △5,716,470 △287 781,032
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期純
損失（△） － － △948,759 － △948,759

自己株式の取得 － － － △4 △4
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － △948,759 △4 △948,763
当期末残高 3,315,407 3,182,382 △6,665,229 △291 △167,731

新株予約権 純資産合計

当期首残高 336,221 1,117,254
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期純
損失（△） － △948,759

自己株式の取得 － △4
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 30,203 30,203

連結会計年度中の変動額合計 30,203 △918,560
当期末残高 366,425 198,694
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記
当社グループは、2021年８月６日、社内調査報告書の受領について開示し、また、同年９月27

日、追加調査報告書の受領について開示し、さらに、同年９月28日、メキシコ合衆国における新型
コロナウイルス感染症に対する治療法開発に関する訂正等について開示しました。その結果、
2020年４月27日から2021年２月15日までに行った開示のうち24件において、記載内容の一部ま
たはその全部に事実と異なる内容またはそのおそれがある内容が記載され、上場規則に違反する行
為が行われていたことが判明しました。こうした事実は、投資者の投資判断に深刻な影響を与える
不適切と認められる開示が行われたものであり、当社グループの内部管理体制等については、情報
開示体制にとどまらず、ガバナンスやリスク管理等に関する体制も含め改善の必要性が高いと認め
られることから、当社株式は株式会社東京証券取引所により特設注意市場銘柄に指定されました。
特設注意市場銘柄の指定により上場継続にも懸念が出ており、継続企業の前提に関する重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
当社グループは、当該状況を解消すべく、営業活動の強化や事業コストの適正化に努めてまいり
ましたが、前連結会計年度に引き続き、当連結会計年度においても、営業損失794,062千円、経常
損失792,232千円、親会社株主に帰属する当期純損失948,759千円を計上した結果、当連結会計
年度末において債務超過には該当しないものの、株主資本合計が167,731千円のマイナスとなって
おります。
また新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等を考慮し、今後の当社グループの業績見通し
について不確実性が存在すること、また現時点において、事業運営のための十分な資金を確保でき
ていないことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
当社グループの資金調達に悪影響を及ぼす事象が生じた場合、当社グループの事業展開、設備投
資、経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは将来エクイ
ティファイナンスによる資金調達も検討しております。株式市場における調達は、株式の希薄化を
生じさせ、株価に影響を与える可能性があります。
当社は、当該状況を解消するため、以下に記載の施策を実施いたします。

① 細胞医療事業の収益改善
細胞医療事業においては、「再生医療等の安全性の確保等に関する法律(再生医療等安全性確保
法)」に基づく細胞培養加工の受託を行っており、当社のがん治療用免疫細胞を細胞培養加工施設
のない医療機関にも提供しております。細胞医療事業で培った経験・ノウハウをもとに、今後も営
業活動をより積極的に行い、提携先（医療機関・研究機関・企業等）を拡大し収益改善を目指して
まいります。とくに、国内需要に対する当社がん治療用免疫細胞を提供する医療機関が不足する地
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域があり、そうした地域での営業活動を強化するとともに、中国・韓国・タイ・ベトナム等からの
インバウンド需要が見込まれることから、インバウンド患者の受け皿となる医療機関との提携契約
を目指してまいります。また、提携先の技術・ノウハウに基づく免疫細胞の加工受託を獲得する活
動も積極的に実施いたします。
日本国内の実績としては、2021年１月に慶應義塾大学医学部と製品細胞に係る業務受託のため
の業務委託契約を締結いたしました。また、2020年に自由診療を行っている提携医療機関から樹
状細胞ワクチン製造を受託しておりますが、2022年も引き続き受託製造数を拡大すべく活動を行
ってまいります。
② 台湾のVectorite Biomedical Inc.とのロイヤリティの確保及び海外での新規提携先の開拓
2020年には、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延の影響もあり、日本の厚生労働省にあ
たる台湾当局からがん治療用細胞の自由診療における医療機関への提供が許可されていなかったこ
とから、台湾の自由診療における売上の拡大が進みませんでした。2021年２月１日（台湾時間）
に、台湾VB社による自由診療における製造販売許可及び台湾・医療機関での樹状細胞ワクチンの
提供の許可が下りたことから、今後台湾の自由診療市場における当社樹状細胞ワクチンの提供が開
始されます。当社は引き続き台湾の他の医療機関でも樹状細胞ワクチンの提供の許可が下りるよう
に積極的に協力してまいります。
③ 資金の調達
医薬品事業では、医薬品開発における十分な資金確保が必要です。財務体質の強化をより確実な

ものとするためにエクイティファイナンスを検討しており、投資家等と協議を進めてまいります。
そして、経営基盤の安定化と将来の事業拡大に備えた機動的な資金調達を図り、早期の営業黒字化
及び株主資本の黒字化を実現してまいります。
④ 内部管理体制の改善・強化
当社株式は2021年10月14日付で特設注意市場銘柄に指定され、上場契約違約金20百万円を支

払いました。特設注意市場銘柄に指定された理由としては、投資者の投資判断に深刻な影響を与え
る不適切と認められる適時開示が行われたためであります。今後は、これら問題の原因分析、再発
防止策の検討を行い、今後「改善計画・状況報告書」として取りまとめる予定で、情報開示体制の
改善にとどまらず、この計画に沿ってガバナンスやリスク管理等の改善・強化を骨子とする内部管
理体制の強化に取り組んでまいります。

当社といたしましては、上述の施策を実行することで、当社グループの経営基盤の強化を図って
まいりますが、主事業である細胞医療事業の収益改善などは外的要因に依るところが大きく、また
資金調達や株主資本の黒字化についても投資家等の投資判断に依るところが大きく、実現の予測が
困難な状況です。こうしたことから現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
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められます。
こうした対応策をより具体化し着実に実施していくことで、当社の経営基盤の安定化を図り、継
続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況の解消に努めてまいります。
当連結会計年度の連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前
提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。
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２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ２社
主要な連結子会社の名称
テラファーマ株式会社

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社はありません。

（3）連結子会社の連結決算日等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
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③ 減価償却資産の減価償却の方法
（ア）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15～24年
建物附属設備 ８～18年
機械及び装置 ９～10年
工具、器具及び備品 ２～10年

（イ）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウエア ５年以内
特許実施権 ８～10年または契約期間いずれかの短い年数

（ウ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。
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（5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法
新株予約権発行費
支出時に全額費用として処理しております。

②消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．表示方法の変更に関する注記
（1）連結貸借対照表

前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収還付消費税」は、
金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「未収還付消費税」は44,783千円であります。

（2）連結損益計算書
前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「雑収入」は、金額的
重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「雑収入」は259千円であります。

（3）「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連
結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関
する注記を記載しております。
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４．会計上の見積りに関する注記
貸倒引当金

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
貸倒引当金（固定資産）34,942千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸倒引当金については、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については原
則として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。当社グループは、債権管理を定めた社内規定に従い、
取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに主な取引先の信用状況を必要に応じ把握しており
ます。
相手先の財政状態が悪化した場合や滞留債権が増加した場合、翌連結会計年度以降の貸倒引当
金に影響を与える可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 736,425千円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 25,327,356株

（2）配当に関する事項
① 配当金支払額
該当事項はありません。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。

（3）当連結会計年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 13,320,500株
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に照らし、必要な資金（主に銀行取引や株式の発行）を調達し
ております。また、デリバティブ取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
売上債権である受取手形及び売掛金、短期金銭債権である未収入金及び未収還付消費税は、

顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては債権管理を定めた社内規程に
従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、主な取引先の信用状況を必要に応じ
把握することにより、その低減を図っております。
敷金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されており

ます。
営業債務である支払手形及び買掛金、短期金銭債務である未払金は、流動性リスクに晒さ

れておりますが、ほとんどが１か月以内の支払期日であります。
長期預り敷金は、転貸先である提携クリニックからの預り敷金であり、テナントが退去す

る際に返還義務を負うものであります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含
まれていません（(注)2.参照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(１) 現金及び預金 59,469 59,469 －
(２) 受取手形及び売掛金 57,219 57,219 －
(３) 未収入金 8,500 8,500 －
(４) 未収還付消費税 44,176 44,176 －
(５) 敷金 31,365 31,408 42
(６) 破産更生債権等 35,000 － －

貸倒引当金（※１） △34,942 － －
57 57 －

資産計 200,788 200,831 42
(７) 支払手形及び買掛金 2,300 2,300 －
(８) 未払金 22,736 22,736 －
(９) 未払法人税等 21,341 21,341 －
(10) リース債務（※２） 2,626 2,429 △197
(11) 長期預り敷金 13,408 13,420 11

負債計 62,413 62,228 △185

（※１） 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金をそれぞれ控除しております。
（※２） リース債務は、１年以内に期限の到来する金額を含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）未収入金、（4）未収還付消費税、（6）
破産更生債権等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（5）敷金
この時価は、将来返還予定額を国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

負 債
（7）支払手形及び買掛金、（8）未払金、（9）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（10）リース債務
この時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。
（11）長期預り敷金

この時価は、将来返還予定額を国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた
現在価値により算定しております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内

現金及び預金 59,469 － －

受取手形及び売掛金 57,219 － －

未収入金 8,500 － －

未収還付消費税 44,176 － －

敷金 16,296 15,068 －

破産更生債権等 － 35,000 －

合計 185,662 50,069 －

３．リース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債務 2,214 412 － － － －

合計 2,214 412 － － － －

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 △6円62銭
（2）１株当たり当期純損失 37円46銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 （自 2021年１月１日 至 2021年12月31日） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金
当期首残高 3,315,407 3,187,084 3,187,084 △5,824,903 △5,824,903
当期変動額
当期純損失（△） － － － △952,221 △952,221
自己株式の取得 － － － － －
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 － － － △952,221 △952,221
当期末残高 3,315,407 3,187,084 3,187,084 △6,777,124 △6,777,124

株主資本 新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計
当期首残高 △287 677,302 336,221 1,013,524
当期変動額
当期純損失（△） － △952,221 － △952,221
自己株式の取得 △4 △4 － △4
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － 30,203 30,203

当期変動額合計 △4 △952,225 30,203 △922,022
当期末残高 △291 △274,923 366,425 91,502
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記
当社は、2021年８月６日、社内調査報告書の受領について開示し、また、同年９月27日、追加
調査報告書の受領について開示し、さらに、同年９月28日、メキシコ合衆国における新型コロナウ
イルス感染症に対する治療法開発に関する訂正等について開示しました。その結果、2020年４月
27日から2021年２月15日までに行った開示のうち24件において、記載内容の一部またはその全
部に事実と異なる内容またはそのおそれがある内容が記載され、上場規則に違反する行為が行われ
ていたことが判明しました。こうした事実は、投資者の投資判断に深刻な影響を与える不適切と認
められる開示が行われたものであり、当社の内部管理体制等については、情報開示体制にとどまら
ず、ガバナンスやリスク管理等に関する体制も含め改善の必要性が高いと認められることから、当
社株式は株式会社東京証券取引所により特設注意市場銘柄に指定されました。特設注意市場銘柄の
指定により上場継続にも懸念が出ており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況が存在しております。
当社は、当該状況を解消すべく、営業活動の強化や事業コストの適正化に努めてまいりました
が、前期に引き続き当期においても、営業損失795,574千円、経常損失791,555千円、当期純損
失952,221千円を計上した結果、当事業年度末において債務超過には該当しないものの、株主資本
合計が274,923千円のマイナスとなっております。
また新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響等を考慮し、今後の当社の業績見通しについて
不確実性が存在すること、また現時点において、事業運営のための十分な資金を確保できていない
ことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
当社は、当該状況を解消するため、以下に記載の施策を実施いたします。
① 細胞医療事業の収益改善
細胞医療事業においては、「再生医療等の安全性の確保等に関する法律(再生医療等安全性確保
法)」に基づく細胞培養加工の受託を行っており、当社のがん治療用免疫細胞を細胞培養加工施設
のない医療機関にも提供しております。細胞医療事業で培った経験・ノウハウをもとに、今後も営
業活動をより積極的に行い、提携先（医療機関・研究機関・企業等）を拡大し収益改善を目指して
まいります。とくに、国内需要に対する当社がん治療用免疫細胞を提供する医療機関が不足する地
域があり、そうした地域での営業活動を強化するとともに、中国・韓国・タイ・ベトナム等からの
インバウンド需要が見込まれることから、インバウンド患者の受け皿となる医療機関との提携契約
を目指してまいります。また、提携先の技術・ノウハウに基づく免疫細胞の加工受託を獲得する活
動も積極的に実施いたします。
日本国内の実績としては、2021年１月に慶應義塾大学医学部と製品細胞に係る業務受託のため
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の業務委託契約を締結いたしました。また、2020年に自由診療を行っている提携医療機関から樹
状細胞ワクチン製造を受託しておりますが、2022年も引き続き受託製造数を拡大すべく活動を行
ってまいります。
② 台湾のVectorite Biomedical Inc.とのロイヤリティの確保及び海外での新規提携先の開拓
2020年には、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延の影響もあり、日本の厚生労働省にあ

たる台湾当局からがん治療用細胞の自由診療における医療機関への提供が許可されていなかったこ
とから、台湾の自由診療における売上の拡大が進みませんでした。2021年２月１日（台湾時間）
に、台湾VB社による自由診療における製造販売許可及び台湾・医療機関での樹状細胞ワクチンの
提供の許可が下りたことから、今後台湾の自由診療市場における当社樹状細胞ワクチンの提供が開
始されます。当社は引き続き台湾の他の医療機関でも樹状細胞ワクチンの提供の許可が下りるよう
に積極的に協力してまいります。
③ 資金の調達
医薬品事業では、医薬品開発における十分な資金確保が必要です。財務体質の強化をより確実な

ものとするためにエクイティファイナンスを検討しており、投資家等と協議を進めてまいります。
そして、経営基盤の安定化と将来の事業拡大に備えた機動的な資金調達を図り、早期の営業黒字化
及び株主資本の黒字化を実現してまいります。
④ 内部管理体制の改善・強化
当社株式は2021年10月14日付で特設注意市場銘柄に指定され、上場契約違約金20百万円を支
払いました。特設注意市場銘柄に指定された理由としては、投資者の投資判断に深刻な影響を与え
る不適切と認められる適時開示が行われたためであります。今後は、これら問題の原因分析、再発
防止策の検討を行い、今後「改善計画・状況報告書」として取りまとめる予定で、情報開示体制の
改善にとどまらず、この計画に沿ってガバナンスやリスク管理等の改善・強化を骨子とする内部管
理体制の強化に取り組んでまいります。

当社といたしましては、上述の施策を実行することで、当社の経営基盤の強化を図ってまいりま
すが、主事業である細胞医療事業の収益改善などは外的要因に依るところが大きく、また資金調達
や株主資本の黒字化についても投資家等の投資判断に依るところが大きく、実現の予測が困難な状
況です。こうしたことから現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま
す。
こうした対応策をより具体化し着実に実施していくことで、当社の経営基盤の安定化を図り、継
続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況の解消に努めてまいります。
当事業年度の計算書類は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関す
る重要な不確実性の影響を計算書類に反映しておりません。
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２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 16年～24年
建物附属設備 ８年～18年
工具、器具及び備品 ２年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウエア ５年以内
特許実施権 ８～10年または契約期間のいずれかの短い年数
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

関係会社事業損失引当金
関係会社に対する投資等の損失に備えるため、関係会社に対する出資金及び債権金額を超

えて、当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 繰延資産の処理方法
新株予約権発行費
支出時に全額費用として処理しております。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．表示方法の変更に関する注記
（1）貸借対照表

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収還付消費税」は、金額
的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
なお、前事業年度の「未収還付消費税」は27,169千円であります。
前事業年度まで区分掲記しておりました流動資産の「前渡金」及び「立替金」は、金額的重要性
が乏しくなったため、当事業年度より、流動資産の「その他」に含めて表示しております。
この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動資産に表示していた「前渡金」94千円及び
「立替金」33千円は、「その他」として組み替えております。

（2）損益計算書
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前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「雑収入」は、金額的重要
性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
なお、前事業年度の「雑収入」は2,426千円であります。
前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、金額的重
要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しております。
なお、前事業年度の「為替差損」は279千円であります。

（3）「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事
業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記
載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
貸倒引当金

(1）当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金（固定資産）2,003,949千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表の「４．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

５．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 295,119千円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
（2）関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

破産更生債権等 23,474千円
長期貸付金 1,946,791千円
前受金 1,080千円
長期前受金 180千円
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６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引 17,935千円
営業取引以外の取引 2,201千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 343株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

繰越欠損金 1,238,623千円
貸倒引当金 613,697千円
投資有価証券評価損 49,921千円
関係会社株式評価損 143,358千円
株式報酬費用 110,745千円
その他 38,685千円
繰延税金資産小計 2,195,031千円
評価性引当額 △2,195,031千円
繰延税金資産合計 －千円
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９．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

会社等の名称 種類 所在地 資本金又は出資金
(千円) 事業の内容

議決権等の所有
(被所有)
割合（％）

㈱オールジーン 子会社 東京都新宿区 45,000 疾病の診断支援業務等 100

テラファーマ㈱ 子会社 東京都新宿区 250,769 医薬品等の開発等 99.8

会社等の名称 関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

㈱オールジーン 資金の貸付
役員の兼務

資金の貸付 － 関係会社長期貸付金
注２ 89,300

利息の受取
注１ － 破産更生債権等

注２ 2,512

立替経費等
の受取 213 破産更生債権等

注２ 15,554

テラファーマ㈱

資金の貸付
従業員の
出向

役員の兼務

資金の貸付 246,000 関係会社長期貸付金
注２ 1,857,491

利息の受取
注１ － 破産更生債権等

注２ 4,320

出向者給与等
の受取 19,923 破産更生債権等

注２ 1,086
取引条件及び取引条件の決定方針等。
注１ 利息支払遅延のため、会計上受取利息を不計上としております。
注２ 子会社に対する破産更生債権等23,474千円（関係会社未収入金及び立替金16,641千円、関係会社未収収益6,833千円）及び関係

会社長期貸付金1,946,791千円に1,969,006千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において243,099千円の貸
倒引当金繰入額を計上しております。

注３ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 △10円85銭
（2）１株当たり当期純損失 37円60銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12．その他の注記
記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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